
資料 8 

 

障害者職業センターの概要 

 

障害者職業センターは、障害者雇用促進法において専門的な職業リハビリテーションを

実施する機関として位置づけられ、職業リハビリテーションの専門家として障害者職業カ

ウンセラーが配置されている。 

障害者職業総合センター、広域障害者職業センター、地域障害者職業センターの３つがある。

 

１．障害者職業総合センター〔１センター〕（千葉県） 

 職業リハビリテーション関係施設の中核的機関として、高度かつ先駆的な職業リハビ

リテーション・サービスの提供、研究・開発、技術情報の提供、専門職員の養成・研修

等を実施。 

 

２．広域障害者職業センター〔３センター〕（埼玉県、岡山県、福岡県） 

（1） 中央広域障害者職業センター（国立職業リハビリテーションセンター）及び吉備高

原広域障害者職業センター（国立吉備高原職業リハビリテーションセンター） 

障害者職業能力開発校が併設され、職業評価、職業指導及び職業訓練を一貫した体

系の中で実施。 

（2） せき髄損傷者職業センター 

医療リハビリテーションを実施する総合せき損センター（独立行政法人労働者健康

福祉機構所管、同一施設内に設置）と密接に連携しながら、せき髄損傷者に対し、職

業評価、職業指導等の職業リハビリテーションを実施。 

 

３．地域障害者職業センター〔４７センター５支所〕 

障害者に対して、職業評価、職業指導、職業準備訓練及び職場適応援助等の各種の

職業リハビリテーションを個々の障害者の状況に応じて実施するとともに、事業主に

対して、雇用管理上の課題を分析し、雇用管理に関する助言その他の支援を実施。  
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地域障害者職業センターの概要 

 

１． 趣旨 

地域障害者職業センターは、公共職業安定所との密接な連携のもと、障害者に対する

専門的な職業リハビリテーションを提供する施設として、全国４７都道府県に設置され

ている。 

 

２． 設置及び運営 

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構 

 

３． 事業の概要 

障害者一人ひとりのニーズに応じて、職業評価、職業指導、職業準備訓練及び職場適

応援助等の各種の職業リハビリテーションを実施するとともに、事業主に対して、雇用

管理上の課題を分析し、雇用管理に関する専門的な助言その他の支援を実施。 

 

○ 職業評価 

 就職の希望などを把握した上で、職業能力等を評価し、それらを基に就職して職場に適応す

るために必要な支援内容・方法等を含む、個人の状況に応じた職業リハビリテーション計画を

策定。 
 

○ 職業準備支援 

ハローワークにおける職業紹介、ジョブコーチ支援等の就職に向かう次の段階に着実に移行

させるため、センター内での作業体験、職業準備講習、社会生活技能訓練を通じて、基本的な

労働習慣の体得、作業遂行力の向上、コミュニケーション能力・対人対応力の向上を支援。 
 

○ 職場適応援助者（ジョブコーチ）支援事業 

 障害者の円滑な就職及び職場適応を図るため、事業所にジョブコーチを派遣し、障害者及び

事業主に対して、雇用の前後を通じて障害特性を踏まえた直接的、専門的な援助を実施。  
 

○ 精神障害者総合雇用支援 

 精神障害者及び事業主に対して、主治医等の医療関係者との連携の下、精神障害者の新規雇

入れ、職場復帰、雇用継続のための様々な支援ニーズに対して、専門的・総合的な支援を実施。 
 

○ 事業主に対する相談・援助 

 障害者の雇用に関する事業主のニーズや雇用管理上の課題を分析し、事業主支援計画を作成

し、雇用管理に関する専門的な助言、援助を実施。 
 

○ 地域における職業リハビリテーションのネットワークの醸成 

障害者就業・生活支援センター、障害者雇用支援センター等からの依頼に応じ、職業評価等

をはじめとする技術的、専門的事項についての援助を実施。 

また、医療、保健、福祉、教育分野の関係機関に対し、職業リハビリテーション推進フォー

ラム等を通じて、職業リハビリテーションに関する共通認識を醸成し、地域における就労支援

のネットワークを形成。 
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地域障害者職業センターにおける職業準備支援について 

 

１ 趣旨 

 ハローワークにおける職業紹介、職業訓練、職場実習、職場適応援助者（ジョブコ

ーチ）による支援等、就職に向かう次の段階に着実に移行させるため、基本的な労働

習慣の体得、社会生活技能の向上等、個々の障害者のニーズに合った支援を提供し、就

職、復職、職場適応に向けた準備性を高める。 

 

２ 支援内容 

 対象者の状態に合わせて、(1)から(3)のいずれか、又は組み合わせて実施。 

（1）センター内での作業支援 

① 早期に就職を目指すための作業支援（→ハローワークの職業紹介等へ移行） 

・ 対 象 者：比較的早期に職業紹介等へ移行することが可能な者 

・ 支援内容：センター内に常設された模擬的な就労場面での短期間の作業体験を通

じ、作業適性、職場環境への適応力等を把握し、作業遂行力の向上を図る。 
 

② 就職等を目指し段階的に課題改善を図るための支援（→ジョブコーチ支援等へ移行） 

・ 対 象 者：ジョブコーチ支援等により長期継続的な支援が必要な者 

・ 支援内容：センター内に常設された模擬的な就労場面での一定期間の作業体験を

通じ、作業適性、職場環境への適応力等を把握し、基礎体力の向上、通勤

技能の体得、集団場面での適切な対人態度の体得等を図る。 
 

（2）職業準備講習カリキュラム 

・ 対 象 者：職業人としての心構え、職場の基本的ルール、就職活動の進め方等、

就職や職業生活に必要な知識の習得が必要な者 

・ 支援内容：就職、職業及び職業生活に関する知識を習得するための講座（職業講

話、事業所見学、事業所体験実習、ロールプレイ等）の中から、対象者の

課題に応じたカリキュラムに基づく支援を実施する。 
 

（3）精神障害者自立支援カリキュラム 

・ 対 象 者：社会生活技能の向上が必要な精神障害者 

・ 支援内容：簡易作業体験やレクリエーション活動を通じて通所への慣れ、集団場

面への適応を図るとともに、事業所場面を想定した実践的な対人技能訓練

（ＳＳＴ）を通じたコミュニケーション能力、対人対応力の改善を図る。 

 

３ 支援実績（平成 17年度） 

・ 支援対象者数 ： ２，３３５人 

・ 支援終了者のうち就職に向けた次の段階へ移行した者の割合 ： ７８．０％ 

                                （平成 18 年 4 月末時点） 
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職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援について 

 

知的障害者、精神障害者等の職場適応を容易にするため、職場にジョブコーチを派遣
し、きめ細かな人的支援を行う。 

地域障害者職業センターにおいてジョブコーチを配置して支援を実施するとともに、
就労支援ノウハウを有する社会福祉法人等や事業主が自らジョブコーチを配置し、ジョ
ブコーチ助成金を活用して支援を実施。 

 

◎ 支援の契機 

・ 就職時（雇用前又は雇入れと同時に支援を開始） 

・ 職場環境の変化等により職場適応上の問題が生じたとき 

 

 
◎ 支援内容 

 
・ 作業遂行力の向上支援 

・ 職場内コミュニケーション能力の向上支援

・ 健康管理、生活リズムの構築支援 

・ 障害特性に配慮した雇用管理に関する助言

・ 配置、職務内容の設定に関する助言 
 

 

・ 障害の理解に係る社内啓発 

・ 障害者との関わり方に関する助言 

・ 指導方法に関する助言 

同僚 

同僚 

上司 

ジョブコーチ

事 業 主 

(管理監督者・人事担当者) 
障 害 者 

 

 

 

 

 

家族  

 
・ 安定した職業生活を送るための家族の

関わり方に関する助言  

 

 

◎ 標準的な支援の流れ 

 
 

不適応課題を分析し、 

集中的に改善を図る 

週３～４日訪問 

集中支援 
 

 

数週間～数ヶ月に 

一度訪問 

フォローアップ
 

支援ﾉｳﾊｳの伝授やｷｰﾊﾟｰｿﾝの育成によ

り、支援の主体を徐々に職場に移行 

週１～２日訪問 

移行支援
 

 

 

 
支援期間１～７ヵ月（標準２～４ヵ月）（地域センターの場合） 

 

◎ ジョブコーチ配置数（平成 18 年 4 月現在） 

計７２６人  地域センターのジョブコーチ   ３０４人 

第１号ジョブコーチ（福祉施設型）４０７人 

第２号ジョブコーチ（事業所型）  １５人 

 

◎ 支援実績（平成 17 年度、地域センター） 

支援対象者数  ３，０５０人、職場定着率（支援終了後６ヵ月） ８３．６％  
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地域障害者職業センターにおける職場適応援助者（ジョブコーチ）支援事業の実施状況 

（平成１７年度） 

 

（1） 障害種類別の支援状況 

 支援開始者数 

身体障害者 ３０５人 （ 10.0％） 

知的障害者 ２，２６３人 （ 74.2％） 

精神障害者   ３８０人 （ 12.5％） 

その他    １０２人 （  3.3％） 

計 ３，０５０人 （100.0％） 

※ 「支援終了者数」とは、17 年度に支援を終了した者であり、前年度支援開始者を含む。また、中止者を

含む。 

 

（2） 支援終了後の職場定着状況 

支援終了者数（Ａ） 

（平成16年10月～17年9月） 

支援終了後 6ヶ月経過時点

での在職者数（Ｂ） 
定着率（Ｂ／Ａ） 

３，１０６人   ２，５９８人  ８３．６％ 

 

（3） 事業利用者（障害者、事業主）の声 
 
○ ジョブコーチに職場環境の整備や作業マニュアルの作成等の支援を受け、作業がスムー

ズになった（事業主からの声） 

 

○ 長期間支援を受けることで少しずつ改善がみられたこと、具体的な手立てや手順がよく

考えられていること等、センターでの支援があったからこそ社会復帰ができたと思う。（精

神障害者からの声） 

 

○ 障害者と社員相互のコミュニケーションがよくなった。（事業主からの声） 

 

○ 職場における人間関係や仕事の内容について、とても不安でしたが、ジョブコーチが私

と職場の人たちとのコミュニケーションの間に立っていただき、とても早く職場環境に慣

れることができ、今は楽しく仕事をしています。（知的障害者からの声） 

 

○ 問題発生時に速やかに連絡が取れ、対応してもらえたことで職場として信頼感がもてた。

（事業主からの声） 

 

※ 障害者及び事業主に対するアンケート調査から 
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精神障害者総合雇用支援の実施 

 

１．趣旨 

精神障害者については、①症状が不安定で再発しやすい、②医療面・生活面のケアが

不可欠である等の障害特性があることから、事業主、医療機関、家族等と連携し、専門

的かつ継続的な支援を行っていく必要がある。 

そこで、全国の地域障害者職業センターに、専任の精神障害者担当カウンセラーを配

置することにより支援体制を強化し、主治医等医療関係者との連携の下、新規雇入れ、

職場復帰、雇用継続に係る様々な支援ニーズに対して総合的な支援を実施する。 

 

２．事業の概要 

（1）雇用促進支援 

・ 採用計画（職務内容、配置等）の立案等の支援 

・ 基本的労働習慣の体得、不安の軽減・集団適応、コミュニケーション能力・対人

対応力の向上支援 

・ ジョブコーチの派遣による雇入れのための支援 

 

（2）職場復帰支援（リワーク支援） 

・ 職場復帰に向けたコーディネート（活動の進め方等の調整） 

・ 生活リズムの立直し、集中力・持続力の向上、体調の自己管理、ストレス対処等

の適応力向上の支援 

・ リハビリ出勤（試し出社）による復職前のウォーミングアップ 

・ 職場の受入体制の整備（復職計画の策定、上司・同僚等の啓発等） 

 

（3）雇用継続支援 

・ 作業能率、対人関係等、問題解決に向けた助言・援助 

・ 職場の支援体制の立直し、障害特性を踏まえた雇用管理に関する助言 

・ ジョブコーチの派遣による職場適応のための支援 

・ 定期的なフォローアップによる問題の早期把握と長期的な定着支援 

 

（4）精神障害者支援ネットワークの形成 

地域の精神科医療、産業保健、福祉、雇用の関係者からなる精神障害者雇用支援連

絡協議会を設置し、精神障害者の職業リハビリテーションに関する関係機関等との共

通認識の形成等を図り、地域における精神障害者の雇用支援ネットワークを構築する。 
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精 神 障 害 者 総 合 雇 用 支 援

　〔職場適応指導〕
　　 作業能率、対人関係等、問題解
　　決に向けた助言・援助
　

　〔職場適応指導〕
　・ 職場の支援体制の立直し
  ・ 障害者の状況把握や対処方法等
　  に関する助言
　・ 医療機関、家族との連携体制の
　整備

雇用継続支援

　定期的なフォローアップを通じ
た、問題の早期把握（※）

長期的なフォローアップ
（主治医、事業主との綿密な連絡調整）

安 定 し た 雇 用 継 続

全国の地域障害者職業センター及び多摩支所において実施

雇 用 の 段 階 に 応 じ た 様 々 な 支 援 ニ ー ズ に 対 応

　〔職業準備支援〕

・ 基本的労働習慣
 の体得
・ 不安の軽減、集
 団適応
・ コミュニケーショ
 ン能力、対人対応
 力の向上

　〔事業主援助〕

・ 採用計画の立案
・ 職場の受入体制
 整備や配置

 等、雇用管理に関
 する助言

雇用促進支援

　　　ジョブコーチの派遣による
　　雇入れのための支援

雇 入 れ

事 障

事

障

事

障　〔リワーク支援〕
　・ 生活リズムの立直し
　・ 集中力の向上
　・ 体調の自己管理、ストレス対処
　　等適応力の向上
　

　〔リワーク支援〕
　・ 職場の受入体制の整備、社内啓発
　・ 復職後の雇用管理に関する助言

　　リハビリ出勤による復職前のウォ
　ーミングアップ

職場復帰支援

職 場 復 帰

　　復職に向けたコーディネート
（職場復帰の進め方等の調整）

事

障

事

障

障

　　　主 治 医 等 医 療 関 係 者 と の 連 携
（主治医からの対象者の病状に応じた支援方法に関する助言を踏まえた支援の実施、支援の実施状況の主治医への報告等）

雇用前
（雇入れ・就職に係るニーズ）

雇用後
　　　（職場復帰に係るニーズ）　　　　　　　　　　（雇用継続に関するニーズ）

※　必要に応じて雇用継続支援へ※　必要に応じて雇用継続支援へ

事
　   ジョブコーチの派遣による職場

 適応のための支援

事

障
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地域障害者職業センターにおける業務実施状況（平成17年度） 
 
 

１．利用者数（新規＋再扱）

計 身体障害者 知的障害者 精神障害者 その他 

24,853人 2,867人 14,477人 4,131人 3,378人

(100.0%) (11.5%) (58.3%) (16.6%) (13.6%)

※ 前年度比3.5％増 

 

２．職業準備支援 

（1）支援対象者数 

計 身体障害者 知的障害者 精神障害者 その他 

2,335人 149人 1,093人 643人 450人

(100.0%) (6.4%) (46.8%) (27.5%) (19.3%)

※ 前年度比1.4％減 

（2）支援終了者の状況 

・ 支援終了者の就職を目指した次の段階への移行率 78.0％ 

・ 支援終了者の就職率              50.2％ 
＊ 平成17年度に支援を開始した障害者のうち平成18年4月末現在の状況 
＊ 次の段階＝職業紹介、ジョブコーチ支援、職業訓練、職場実習等 

 

 
３．職場適応援助者（ジョブコーチ）支援事業 

（1）支援対象者数（支援開始者数） 

計 身体障害者 知的障害者 精神障害者 その他 

3,050人 305人 2,263人 380人 102人

(100.0%) (10.0%) (74.2％) (12.5％) (3.3%)

※ 前年度比3.0％増 

※ 下記４の精神障害者総合雇用支援の雇用継続支援においてジョブコーチ支援を実施した精神障害
者199人を含む。 

（2）職場定着の状況 

・ 支援終了後６ヶ月経過時点の職場定着率 83.6％ 
＊ 平成16年10月～平成17年9月までに支援を終了した者のうち、支援終了
後６ヶ月経過時点での定着状況 

 
４．精神障害者総合雇用支援 

（1）支援対象者及び事業所数 

 雇用促進支援 職場復帰支援 雇用継続支援 

支援対象者数 － 145人 199人 

支援対象事業所数 500社 246社 855社 

※ 平成17年10月から開始。 

（2）復職の状況 

・ 支援終了後の復職率 78.4％        ＊ 平成18年４月末現在の状況 
 
５．事業主に対する援助 

○ 支援対象事業所数 11,476事業所 

※ 前年度比 19.7％増 
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